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令和５（２０２３）年度郡上地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題 

当地域は、長良川の上流に位置し、長良川両岸に広がる細長い平坦地及び支流沿いに小集落が散在

する典型的な中山間地域である。標高 100m～1,000m と標高差を持つ耕地で農業が営まれており、高

冷地では日本有数の大根の産地としての基盤を確保している。約 2,000ha の水田のうち、主食用水稲

については約 1,040ha ほどの作付がある。主食用米の生産量のうち 12％程が JA出荷、20％程が自家

消費米である。残りの 68％が直接販売、契約販売、縁故米である。一戸当りの水田面積は 30～40a と

極めて零細であり、自給的農家が多い。基盤整備は概ね終了しているが、小区画であること、年間降

水量が多いこと、湿田が多いことなどから、団地化・土地集積も徐々に進んでいるものの、水田にお

ける麦・大豆・そばなど米以外の土地利用型農業においては、生産性や鳥獣被害など解決すべき課題

が多い。また、中山間地域における担い手の確保、労働力不足の解消は喫緊の課題であり、条件不利

な環境下での一層の作業効率化、低コスト化を図るため、スマート農業の導入について推進する。 

 

２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力強化 
に向けた産地としての取組方針 

  これまでも国の産地交付金を活用し、主食用米から新規需要米、麦、大豆、ソバ、飼料作物への 

作付け転換を図ってきた。また、トマト、ほうれん草、南天、えごま等市場出荷を目的とした生 

産組織を持つ作物を地域振興作物と位置付け、農家を支援することにより作付け面積の拡大を図っ 

てきた。引き続き地域振興作物、新規需要米、麦、大豆、ソバ、飼料作物などの転換作物を支援す 

ることで、主食用米からの作付け転換を推進するとともに、生産者の収益性の改善を支援する。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効活用に向けた産地としての取組方針・目標  

  地域の問題として、農業従事者の高齢化や後継者不足により山際等の条件不利地を中心に自己保 

全管理等の不作付地が増加しつつある。また、小区画のほ場が多く農地集積による効率化、低コス 

ト化に限界があるため、農地の集積は遅れている。 

担い手不足・農家の労働力不足から一部の地域を除き、ブロックローテーション体系は定着して 

いない。地域の特色として、自分で作った米を食べたいという、米作りへの情熱や、水田として管 

理したいという意識が高く、畑地化についても遅れている。 

「実質化された人・農地プラン」や「地域計画」の地域協議を通じて、農家の意向や作付け品目

の推移などの把握に努め、水田の利用率の向上を図るとともに、長年にわたり転換作物等が作付け

されており、水稲の作付けに適さなくなった水田など、畑地化によるメリットが高いほ場等は必要

に応じて畑地化を支援する。 

その他、畑地転換しない水田については、水田のまま維持し、新規需要米の作付けを推進し、米

政策改革に対応した需要に応じた米の生産を行う。 

４ 作物ごとの取組方針等 

市内の約 2,000ha（不作付地を含む）の水田について、適地適作を基本とし、産地交付金を有効に

活用しながら、作物生産の維持・拡大を図ることとする。 



 

（１）主食用米 

郡上の米は、味・品質において市場からも高く評価されている。水稲への情熱の強い当地域にお

いては、需要と供給のバランスや売れる米づくりを考えた計画的かつ付加価値の高い生産を行うこ

とで、安定取引の推進を図る。郡上おいしい米コンテスト等を開催し郡上産米を県内外にＰＲする

とともに、郡上産米ブランド化研究会において、会員相互に情報交換を行い、良食味米の生産量増

加や郡上産米のブランド化、良食味米栽培こよみの作成等により、売れる米づくりを推進する。 

 

（２）非主食用米 

主食用米の計画的な生産と需要の維持拡大とともに、非主食用米の生産・利用拡大を重点的に取  

組む。 

市内畜産農家との連携を強化し、ＷＣＳ用稲の作付け拡大を目指す。 

飼料用米については需要の拡大が期待されることから、生産拡大を推進する。 

 

  ア 飼料用米 

産地交付金を活用し、複数年契約の推進、多収品種の導入、担い手への集積による生産性向上

を目指し、収量・作付面積を維持する。 

   飼料用米生産については、生産・流通・鳥獣被害等、多くの課題があり、急激な作付増は困難

であるが、即座に対応できない場合は、作りなれた主食用品種を用いた飼料用米生産などを推奨

していくとともに、畜産農家との連携によるわら利用を推進する。 

 

  イ 米粉用米 

産地交付金を活用し、米粉用県育成品種等の取組を推進するともに、担い手農家による生 

産・乾燥調製等による品質の向上を図る。取引先との連携強化による複数年契約を奨励する 

ことで、需要に応じた作付面積の拡大を図る。 

 

  ウ WCS 用稲 

産地交付金を活用し、担い手への集積や多収品種の導入により作業効率の向上と、コストの低

減を目指す。地域の担い手農家と畜産農家の結びつきを強化し、生産拡大を推進する。 

    専用の収穫機やラッピング機が必要となることから、生産拡大に向け、収穫調製作業の委託

等について生産者、オペレーター、畜産農家を交えた取組検討会を開催する。また、畜産農家と

連携した堆肥利用を推進する。 

 

  エ 加工用米 

産地交付金を活用し、作業効率の向上と低コスト生産を目指す。取引先との連携強化による複

数年契約を奨励することで、安定した生産体制の確立を図る。 

 

   

（３）麦、大豆、飼料作物 

産地交付金を活用し、担い手への集積による作業効率の向上、コストの低減を目指す。二毛

作等の推進による所得向上を目指す。大豆は、二毛作等による生産性の向上、収量確保を目指

す。麦は、共同乾燥調製施設での乾燥調製により安定収量の確保とコストの低減を目指す。飼

料作物は担い手への集積による生産性向上、収量・作付面積の拡大、畜産農家と連携した堆肥

利用を推進する。 

 

 



（４）そば、なたね 

産地交付金を活用し、担い手への集積による作業効率の向上、コストの低減、二毛作の推進に

よる所得向上、取引先との連携強化により更なる生産拡大を目指す。 

 

（５）地力増進作物 

    農地の土壌は農業生産の基礎であり、地力を増進していくことは農業の生産性を高め、安定的 

な農業生産基盤を確保するために必要である。このため、農業者が環境保全にも配慮しつつ、意識 

的に地力増進を図っていくことが必要である為、地力レンゲや地力クローバー等の地力増進作物 

の作付けによるによる土壌改良の取組を支援する。 

 

（６）高収益作物（園芸作物等） 

地域振興作物である、トマト、ほうれんそう、えごまなど市場出荷を目的に生産組織を持つ作

物を当該地域の振興作物として位置づけ、市場出荷等を行う農家に支援することで作付面積の拡

大を目指す。また、生産組織への集積により作業効率の向上とコストの低減を図る。 

契約栽培など需要者との結びつき強化による新たな産地づくりを推進するとともに、直売施設

等への出荷を目的とした所得向上につながる取組を支援する。 

 

（７）花き・花木 

国内有数の産地である南天等、市場出荷を目的に生産組織を持つ作物を当該地域の振興作物と

して位置づけ、市場出荷を行う農家に支援することで作付面積の拡大を目指す。また、生産組織

への集積により作業効率の向上を図る。 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 

 

 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

1,039.43 1,032.66 1,033.00

0.00 0.00 0.00

1.22 1.30 2.20

0.51 0.51 0.51

0.00 0.00 0.00

32.20 37.00 37.00

0.00 0.10 0.50

43.10 43.00 50.00

9.20 2.46 10.00 2.00 11.00 3.00

65.00 1.00 65.00 0.00 65.00 1.00

・子実用とうもろこし 0.00 0.00 0.00

60.00 24.30 65.00 27.00 65.00 27.00

0.00 0.00 0.00

0.60 0.60 1.00

187.34 193.20 197.90

・野菜 165.00 170.00 172.70

・花き・花木 5.00 6.00 6.00

・果樹 15.70 15.70 15.70

・その他の高収益作物(あぶらえ(えごま)) 1.64 1.50 3.50

5.00 5.00 5.00

・その他作物 5.00 5.00 5.00

0.00 0.00 0.00

麦

作物等

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和５年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

作付面積（トマト） (R4年度) 415a (R5年度) 480a

〃（ほうれんそう） (R4年度) 145a (R5年度) 150a

〃（南天） (R4年度) 329a (R5年度) 350a

〃（あぶらえ(えごま)) (R4年度) 100a (R5年度) 150a

計 989a 1,130a

作付面積（飼料用米） (R4年度) 122a (R5年度) 130a

〃（加工用米） (R4年度) 0a (R5年度) 10a

〃（米粉用米） (R4年度) 51a (R5年度) 50a

計 173a 190a

生産費（飼料用米） (R4年度) 6,200円/60㎏ (R5年度) 6,150円/60㎏

作付面積（麦） (R4年度) 4,235a (R5年度) 4,300a

〃（WCS用稲） (R4年度) 3,203a (R5年度) 3,700a

〃（大豆） (R4年度) 533a (R5年度) 570a

〃（そば） (R4年度) 3,528a (R5年度) 3,800a

〃（飼料作物） (R4年度) 4,437a (R5年度) 4,400a

計 15,936a 16,770a

〃（累計集積） (R4年度) 3,894a (R5年度) 4,058a

〃（内新規集積） (R4年度) 1,056a (R5年度) 1,020a

生産費（麦） (R4年度) 7,400円/50㎏ (R5年度) 7,390円/50㎏

生産費（WCS用稲） (R4年度) 4,900円/1ﾛｰﾙ (R5年度) 4,850円/1ﾛｰﾙ

資源循環（耕畜連携）
のWCS用稲

(R4年度) 1,632a (R5年度) 1,700a

資源循環（耕畜連携）
の飼料作物

(R4年度) 262a (R5年度) 250a

計 1,894a 1,950a

作付面積（野菜） (R4年度) 1,345a (R5年度) 1,290a

〃（果樹） (R4年度) 0a (R5年度) 0a

〃（花き・花木） (R4年度) 115a (R5年度) 90a

〃（その他作物） (R4年度) 62a (R5年度) 0a

計 1,522a 1,380a

7

整理
番号

対象作物 使途名 目標

2

1
トマト、ほうれんそう、南
天、あぶらえ(えごま)

地域振興作物支援

6

5

野菜、果樹、花き・花木、
その他作物

野菜等作付への支援

WCS用稲、飼料作物
資源循環（耕畜連携）
助成

3
飼料用米、加工用米
米粉用米

非主食用米への支援

前年度（実績） 目標値

郡上地域農業再生協議会が
定める野菜

認定新規就農者が生産
する野菜支援

作付面積（野菜） (R4年度) (R5年度)222a 250a

1,800a

麦、WCS用稲、大豆、そば、
飼料作物

戦略作物等への支援

WCS用稲
WCS用稲収穫体制改善助
成

4

作業委託面積（WCS用
稲）

(R4年度) 1,736a (R5年度)



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：岐阜県

協議会名：郡上地域農業再生協議会

1 地域振興作物支援 1 5,000 トマト、ほうれんそう、南天、あぶらえ(えごま)
交付対象作物を出荷、販売目的で作付する販売農家又は
集落営農であって、規約等が整備された生産組合等の組合
員であること。

2 認定新規就農者が生産する野菜支援 1 6,000 別紙1のとおり 認定新規就農者が対象作物を生産販売すること。

3 非主食用米への支援 1 5,000 飼料用米、加工用米、米粉用米

以下のうちいずれか一つに取り組むこと（県活用枠の要件と
重複しないこと）
① 共同利用施設での乾燥調製
② 共同（協定）防除の実施
③ フレコン又はバラ形態による出荷
④ 側条施肥栽培技術の実施
⑤ 直播栽培技術の導入
⑥ 疎植栽培技術の導入（多収品種を除く）
⑦ 作付面積が1経営体あたり0.5ha以上集積されているこ
と。
⑧ 流し込み施肥の実施

4 戦略作物等への支援 1

麦 7,200
WCS用稲 6,600

そば・大豆  6,600
飼料作物  6,000

新規集積の場合 7,000

麦、WCS用稲、そば、大豆、飼料作物

各対象作物の作付面積が1経営体あたり0.5ha以上集積さ
れていること。なお、対象作物の作付合計が0.5haに満たな
い場合は加算しない。
新規集積農地については、2023年度において新規に集積さ
れた農地を対象とする。

5 WCS用稲収穫体制改善助成 1 4,000 WCS用稲

対象作物の作付面積が1経営体あたり0.5ha以上集積されて
おり、かつ、対象作物の収穫作業をオペレーター等に作業
委託していること。なお、対象作物の作付が0.5haに満たな
い場合は加算しない。

6 資源循環（耕畜連携)助成 3 7,000 WCS用稲、飼料作物
助成対象水田で生産された対象作物の供給を受けた家畜
の排せつ物から生産された堆肥を対象作物を作付けする又
は作付けした水田に施用する。

7 野菜等作付への支援 1 1,000 別紙2のとおり
公設卸売市場や朝市等への出荷、販売（適切な肥培管理を
行うこと）

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）


